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3月定例会対前年度９億 8,800 万円減（▲9.9％）
新規投資事業（ハコモノ整備）から脱却し、
未来への投資となる施策

対前年度９億 8,800 万円減（▲9.9％）
新規投資事業（ハコモノ整備）から脱却し、
未来への投資となる施策

総額　89億 4,400 万円総額　89億 4,400 万円
３月定例会が３月５日から22日まで18日間の会期で開催。
　今定例会では、平成31年度の愛荘町行政施策の重要な予算決定を伴うことから、一般会計はじめ他会計について
委員会付託による数日間の慎重審査を経て議決を行った。
　一般質問は９議員からあり、第１日目（3/5）７議員、第２日目（3/6）２議員と２日間に分けて質問を行った。
（※一般質問概要は、９ページから）
　また、町長提案33件、議員提案４件について、第２日目（3/6）、最終日（3/22）にそれぞれ審査を行い、いずれ
も原案どおり同意・可決された。
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歳入
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7億8,440万円

2億3,286万円

2億7,338万円

繰越金・繰入金 8.8％

諸収入 2.7％

分担金・負担金・使用料・手数料
財産収入・寄付金 3.0％

29億2,729万円
町税 32.7％

22億1,700万円
地方交付税 24.8％

5億2,976万円

5億2,280万円

14億5,651万円

％9.5）等税与譲方地・金付交種各（ 他のそ

町債（借入金） 5.8％

国・県支出金 16.3％

12億1,919万円

29億4,045万円

12億1,196万円

12億0,358万円

5,703万円

6億4,448万円

4億4,337万円

1億5,890万円

8億1,617万円

教育費 13.6％

民生費 32.9％

総務費 13.6％

土木費 13.5％

500万円
予備費 0.1％

諸支出金 0.6％

衛生費 7.2％

消防費 5.0％

9,759万円
議会費 1.1％

1億4,450万円
商工費 1.6％

農林水産業費 1.2％

178万円
労働費

公債費9.1％

42億1,793万円
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平成27年度

92億6,400

50億 248

―

142億6,648

平成28年度

99億9,800

50億6,630

―

150億6,430

平成29年度

105億9,600

51億6,810

―

157億6,410

平成30年度

99億3,320

48億 443

―

147億3,643

平成31年度

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

89億4,400

34億3,439

19億 299

142億8,138

（単位：万円）
当初予算規模の年度別推移
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※平成30年度まで特別会計で計上していた「下水道事業特別会計」は、31年度から公
営企業会計で計上しています。（P3 当初予算規模の年度別推移）
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